
　佐方市民センターは平成２０年３月に建設
されました。地域の皆さんがワークショッ
プから参加して、多くの要望が形になりまし
た。自分たちの施設という意識も高まり、
誇りに思っている人も多いと感じています。
　現在、所長、事務職員４人、休日・夜間
の当直職員３人の８人で管理・運営し、そ
こに地域の雇用も生まれています。
　運営が市から自治会に変わって、「サービ
スが悪くなった」という声は聞いていませ
んので少し安心しているところです。
　昨年６月、申請の受付時間を１７時から１９
時に延長するなど、利用者ニーズに柔軟に
対応することもできます。

　地域性を発揮した事業の企画も魅力の一
つです。本年度から、自治会と市民セン
ターの協働事業を開催しています。さらに、
今まで個人宅に保管していた自治会の資料
などをセンターに保管できるなど、事務局
としての機能を兼ねられることも大きなメ
リットです。
　課題は、若い世代の参加を促していくこ
とです。楽しく参加できる雰囲気をつくり出
すことが大事だと考えています。
　地域には、豊かなスキルを持った人たち
が大勢います。そうした人材を活用した事
業を展開するなど、アイデア次第で可能性
は広がります。

　道路や橋などのインフラは、使用するほど
劣化します。その都度補修するのが従来の
「事後保全」という考え方。一方、劣化が進
む前に小まめに補修するのが「予防保全」で、
構造物を長持ちさせ、更新時期を延長させる
ことができます。大掛かりな補修も抑えられ、
コスト削減につながるため、現在インフラの
維持補修は、「予防保全」型へシフトされて
います。
　しかし、「予防保全」は、最近やっと広ま
りつつある考え方。これまでも材料の疲労や
劣化の研究は各分野で行われてきましたが、
ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）、すなわち
構造物の建設から寿命までに掛かる費用を

トータルに捉える考え方は、今後さらなる研
究が必要です。
　以前、コンクリートは「鉄と違ってさびな
い」という神話から、「メンテナンスフリー」
だと考えられてきました。しかし、同じ規模
の構造物でも、材料、自然環境や施工者に
よって耐用年数は変わってきます。「コンク
リートクライシス」という言葉に表されるよ
うに、トンネルや高架橋などの早期劣化が現
在大きな問題となっています。
　劣化による構造物の崩壊事例が少ないこと
も、予防保全への正しい理解を阻害している
一因。私たちは今、誰も経験したことのない
時代を進んでいるのです。
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広島工業大学なかやま・たかひろ　　　　中山　隆弘 名誉教授Profile
広島工業大学で３９年間にわたり土木工
学の分野で多くの技術者を輩出。土木
学会フェロー会員、工学博士、広島県
橋りょう維持管理検討委員会委員長、
廿日市市都市計画審議会会長も務める。存在ありきではなく、どう使うか

私たちは今、誰も経験したことのない時代を進んでいるのです

地域でできることは地域で指定管理者※として市民センターを運営する自治会

佐方アイラブ自治会しげむら・やすお　　　　重村　泰夫 会長Profile
約３，０００世帯、約７，０００人から成る佐方
アイラブ自治会を平成１８年に立ち上げ
る。初代会長に就任。２４年度から佐方
市民センターの指定管理者として運営
を任される。

■可能性を探る
切迫する公共施設の更新問題。さまざまな立場の３人にハコモノの可能性について聞きました。

　昔は、「ここに用地があるから、ここに建
てよう」と、作ることが目的だったことも
あります。
　しかし、その考え方から脱却し、多くの
人が利用しやすい利便性の高い所へ施設を
集約する「コンパクトシティ」に考慮した
公共施設の再配置が必要になっています。
　このまま全ての公共施設を維持していく
ことは、財政的にも不可能です。ただやみ
くもに減らすのではなく、将来のまちの姿を
考え、地域性や時代のニーズを見極めた取
り組みが重要だと考えています。
　東日本大震災の教訓を踏まえた安全・安
心のまちづくりでは、「リスク分散」が新た

な時代のニーズとして重要視されています。
公共施設が避難所の役割を担うことも忘れ
てはならない大切なことです。
　平成１８年に地方自治法が改正され、行政
財産の一部を民間に貸し付けすることが可
能になりました。
　例えば、庁舎の一部を民間に貸し付けた
り、学校の空き教室を使ってもらったり、
柔軟な発想で有効活用を考える必要があり
ます。
　さまざまな機能を持つ公共施設が、複合
的に利用されることで、市民サービスが向
上することはとても好ましいことだと思って
います。
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※指定管理者制度
地方公共団体や、その外郭団体に限定していた公の
施設の管理・運営を、株式会社をはじめとした営利企
業・財団法人・ＮＰＯ法人・市民グループなど法人
その他の団体に包括的に代行させることができる制度。

　

現
在
、
公
共
施
設
の
在
り
方
が
問

わ
れ
て
い
ま
す
。
今
ま
で
の
「
存
在

あ
り
き
」
で
は
な
く
、
こ
れ
か
ら
は

「
ど
う
使
っ
て
い
く
か
」
の
考
え
方

が
重
要
に
な
っ
て
き
ま
す
。

　

施
設
の
中
に
は
、
時
代
と
と
も
に

必
要
性
が
薄
れ
て
き
た
も
の
も
あ
り

ま
す
。
し
か
し
、
建
物
が
良
好
な
状

態
で
あ
れ
ば
、
今
後
も
有
効
活
用
す

る
こ
と
は
可
能
で
す
。

　

例
を
挙
げ
る
と
、
佐
伯
支
所
は
、

合
併
に
よ
り
議
場
な
ど
庁
舎
の
一
部

に
空
き
ス
ペ
ー
ス
が
発
生
。
そ
こ
を

地
域
の
市
民
活
動
拠
点
と
し
て
整
備
。

「
さ
い
き
地
域
づ
く
り
拠
点
ス
ペ
ー
ス
」

と
し
て
、
支
所
に
新
た
な
機
能
が
加

わ
り
ま
し
た
。

　

現
在
、
市
は
施
設
を
有
効
活
用
し
、

施
設
自
体
を
よ
り
効
果
的
に
使
う
方

法
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

空きスペースの
有効活用

建物のもともとの用途は違っても、機能が同じであれ
ば問題なく使用できる。佐伯支所３階にあった議場
を改装し、市民活動に使える部屋として使用。

リスク分散・コンパクトシティの考え方、複合利用や貸し付けなどの柔軟な発想も必要

求められる公共施設の在り方とは―近隣の市でも、さまざまな取り組みが行われています。その一例を紹介します。
　以前の建物を平成１９年ＪＲ新広駅前に新築。地上
７階建て。１階から４階まで支所、図書館、区画整
理事務所、保健センター、子育て支援センター、児
童療育・相談センターなどが入る。そして３階～７
階が公民館と公共施設の機能を集約。

集約型公共施設
呉市広市民センター
■

　平成元年ＪＲ横川駅近くに開館。地下１階地上２３
階建てのうち、建物２・３階にホール、スタジオ、
ギャラリー、会議室などの文化センター機能を、２階
に図書館、１階に９つの店舗、５階から２３階が分譲
住宅の複合施設。店舗からの収入もある。

複合型公共施設
広島市西区民文化センター
■

廿日市市　　はらだ・ただあき　　　原田　忠明 副市長Profile
広島工業大学土木工学科卒、昭和５２年
廿日市町役場に入庁。都市計画課長、
都市部次長、建設部次長、建設部長を
経て２４年１月から副市長。建設部、水
道局を担当。

佐伯支所の一部を
市民活動拠点に
■

ハコモノは今が転換点。未来を切り開くため、必要とされるハコモノの将来像を考える。


